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携帯電話基地局の運用データは，携帯電話の所在エリアを示すものであり，数年に1度の特定日を対象

にした都市交通調査では把握出来ない経年変化や季節変動，曜日変動を把握できる可能性を秘めている．

一方で，人の移動手段を直接把握することはできない． 

本研究は，携帯電話基地局の運用データから高速道路利用トリップを推計する手法を試行した．トリッ

プ中の最高速度を用いた最高速度判定及び高速道路沿線から一定距離以内にある基地局を用いた沿線周辺

通過判定では，それぞれ他の交通機関を利用するトリップ，国道を通る自動車や在来線を利用するトリッ

プを高速道路利用トリップと誤判定する可能性があることを確認した．誤判定を低減するために，最高速

度判定と沿線周辺通過判定のどちらも実施する手法を用いて，高速道路と新幹線が並走する区間の基地局

を除外して判定したところ，推計精度を向上できる可能性が明らかになった． 

 

     Key Words : urban transportation planning, person trip survey, mobile base station, mobile spatial 

dynamics, transportation mode 

 

 

1. はじめに 

 

近年，少子高齢化，地域活性化などの多様なニーズに

対応した都市交通計画が求められている．多様なニーズ

に応えるためには，都市活動の実態を真に把握すること

が重要であり，我が国では，国勢調査，パーソントリッ

プ調査（以下，「PT 調査」という．）や全国道路・街

路交通情勢調査（以下，「道路交通センサス」とい

う．）などが実施されている．これらの都市交通調査は

特定の日を対象として数年に一度実施されており，都市

圏などの都市交通計画に活用されている．PT 調査は，

アンケート調査により調査対象者の一日のトリップを対

象として，発着地と発着時刻，トリップ目的や移動手段

を記入する形式で実施される調査である 1)ため，ある人

の一日の動きを詳細に把握できる．また，道路交通セン

サスは，全国の道路状況，交通量，旅行速度，自動車運

行の出発地・目的地，運行目的などを調査するもので，

全国の道路と道路利用の実態を把握できる． 

近年，携帯電話やカーナビゲーションシステムから取

得される交通関連ビッグデータ（以下「動線データ」と

いう．）の活用方策の研究や実用化が進められており 2)-

4)，人や車の移動実態の把握が可能となってきた．動線
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データは，常時取得することにより，平休日や季節によ

る変化だけでなく，交通事故や悪天候など，予測できな

い事象時の人や車の移動実態を把握することができる． 

動線データの一つであるモバイル空間統計 5)-7)は，携

帯電話基地局の運用データから作成される株式会社

NTT ドコモが提供する統計情報である．モバイル空間

統計は，携帯電話約 7,500 万台（法人名義のデータなど

を除去）を対象とし，個人情報及びプライバシーを保護

する非識別処理，拡大処理，秘匿処理から成る 3段階処

理により作成される（図-1）我が国最大級の交通関連ビ

ッグデータである．主な特長として，250～500m メッシ

ュあるいは行政区単位，24時間 365日 1時間単位，15～

79 歳の年齢層・性別及び居住地などの属性単位の人口

分布を作成できることが挙げられる．これまで東京都市

圏など人口が集中している地域では 1km～500m メッシ

ュの空間解像度において統計的信頼性があることが確認

されている 8)．モバイル空間統計を高度化させた人口流

動統計では，いつ，どこからどこへ，どのような人が何

人移動したかの情報を取得することができる 9)．一方で

携帯電話基地局の運用データが情報源であるため，移動

の目的や移動の手段を直接把握することはできない．そ

こで齋藤ら 10)，北川ら 11)は，特徴的な移動となる飛行機

及び新幹線による移動手段判定手法を考案し，既存統計

調査と比較評価し，携帯電話基地局の運用データから移

動手段を把握できることを明らかにしてきた． 

以上を踏まえ，本研究の目的を携帯電話基地局の運用

データから作成されるモバイル空間統計の人口流動統計

から直接高速道路利用トリップを推計する手法の考案と

する．本研究では，高速道路利用トリップの推計の基礎

的知見を得るために，携帯電話の移動速度・移動距離を

大まかに算出ができる可能性の高い都道府県を越える長

距離スケールのトリップに焦点を当て，試行・分析を通

じて高速道路利用トリップか否かを推計する手法を提案

する． 

本稿は，第 2章で人口流動統計の推計手法を示し，第

3 章で移動手段推計手法に関する既往研究を示す．第 4

章で人口流動統計を用いて高速道路利用トリップを推計

する手法を示す．第 5章で移動手段推計結果と既存統計

調査とを比較し，第 6章で出発・到着エリアごとの傾向

分析とその結果を示す．第 7章では，移動手段の推計手

法の改善手法を提案し，その結果を示す．第 8章では，

考察と課題を整理し，第 9章にて総括する． 

 

 

2. 人口流動統計の推計手法 

 

携帯電話基地局の運用データに含まれる基地局で周期的 

Time & Date Cell ID Gender Age
Residential

Area

2018-02-12
08:18:56

111111 女性 30-39
埼玉県
A市B町

2018-02-12
08:53:13

999999 男性 40-49
千葉県
C市D町

User ID Time & Date Cell ID Gender Birth Date Address

090-AAAA-BBBB
2018-02-12
08:18:56

111111 女性 S61.10.11 埼玉県A市B町1-2

090-XXXX-YYYY
2018-02-12
08:53:13

999999 男性 S47.04.10 千葉県C市D町3-4

非識別処理

拡大処理

秘匿処理

・
・

・
・

・
・

Time & Date Cell ID Gender Age
Residential

Area
Count

2018-02-12
08:00-08:59

111111 女性 30-39
埼玉県
A市B町

20

2018-02-12
08:00-08:59

999999 男性 40-49
千葉県
C市D町

3

・
・

・
・

・
・

・
・

Time & Date Area ID Gender Age
Residential

Area
Population

2018-02-12
08:00-08:59

201 女性 30-39
埼玉県
A市B町

110

2018-02-12
08:00-08:59

502 男性 40-49
千葉県
C市D町

8

・
・

・
・

Time & Date Area ID Gender Age
Residential

Area
Population

2018-02-12
08:00-08:59

201 女性 30-39
埼玉県
A市B町

110

2018-02-12
08:00-08:59

502 男性 40-49
千葉県
C市D町

8

・
・

・
・

 

図-1 人口流動統計の生成手法 

 

集計

A B C

A 1150 800 400

B 900 1500 なし

C 750 600 1300

到着地

出
発
地

運用データ

移動量 （トリップ）

1トリップ
3時 翌3時

1トリップ
移
動 エリアA→エリアB エリアB→エリアC

時刻

エリアB （エリアAから所定の距離以上離れた移動先）

エリアC（移動先）

エリアA

単位：トリップ

移動・滞留判定

秘匿

 

図-2 人口流動統計のOD量の推計手法 

 

に観測される信号は，必ずしも人々の移動に伴い発生す

るものでないため，観測される信号から移動を判定する

ことが必要となる．携帯電話が所在する基地局の電波到

達範囲（以下，「基地局セル」という．）で信号を観測

した場合，その基地局セルの中心の位置座標を参照し，

次に観測された信号の位置座標と比較して移動距離を算

出する．移動距離が所定の条件を満たした場合に移動と

判定することで，移動中の携帯電話の台数の集計が可能

となる．一方，所定の移動距離を超えて移動せずに 1時

間以上滞在したことをもって滞留中と判定する．このよ

うに携帯電話の移動・滞留判定を行うことにより，地域

間を流動する人口の推計が可能となる． 

人口流動統計では，移動した携帯電話の台数に基づき

指定時間内に行われた OD量の総計を算出することがで

きる．OD 量の推計手法では，滞留から移動へ切り替わ

る際の元の起点を出発地，移動から滞留へ切り替わる際

の起点を到着地として抽出する．OD量は，PT調査や道

路交通センサスで推計されるトリップに該当する統計量

であり，単位はトリップとなる（図-2）． 

 

 

3. 交通関連ビッグデータを用いた移動手段の推

計手法に関する既往研究と本研究の位置付け 
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(1) 既往研究 

動線データの移動手段を推計する手法として，様々な

既往研究がある．佐々木ら 12)，野口ら 13)は，「混雑統計

®」を用いて，移動手段の判定ロジックを提案した．松

島ら 14)は，プローブパーソン調査の高度化を目指して，

スマートフォンの GPS や加速度センサにより取得され

る移動履歴データから移動手段を判別する手法を開発し

た．遠藤ら 15)は，教師あり学習を用いて GPS ログに対

する移動手段推定システム処理を提案，評価分析した．

古川ら 16)は，加速度センサから，機械学習アルゴリズム

を用いて移動手段を判定するシステム「BORO」を提案

した．青木ら 17)は，GPSによる位置情報と歩数計で取得

できる歩行状態情報を利用し，GPS未計測区間を含め移

動手段を判定する手法を提案した．Qu ら 18)は，CDR 

(Call Detail Record)を利用して，移動速度及び交通網情報

からロジットモデルを用いて移動手段を推計した．この

ほかにも，動線データを用いた移動手段を推計する手法

に関する研究は数多く行われている 19-21)．  

人口流動統計を用いた移動手段の推計手法として，今

井ら 22)は，人口流動統計と PT 調査結果に基づく自動車

トリップ換算係数，PT 調査結果に営業用車などのトリ

ップを加味した自動車トリップ換算係数，GPSデータに

基づく自動車トリップ換算係数それぞれ 3ケースを用い

て自動車 OD量を推計する手法を提示した．また，新階

ら 23)は，人口流動統計と WEB アンケート調査結果を利

用し，移動目的別や交通手段別の OD量を生成している． 

 

(2) 本研究の位置付け 

GPSなどのセンサデータを用いて移動手段を推計する

手法に関する既存研究は，本研究で扱う携帯電話基地局

の運用データと異なり，扱うデータの時間間隔が短く 1

トリップごとの推計精度は高くなる．しかし，PT 調査

のような広域での移動手段ごとの統計値を求める際，母

集団推計に用いる標本数が少ないことが想定される． 

人口流動統計を用いて移動手段を推計する手法に関す

る既存研究は，既存調査やアンケート結果を用いて手段

別の割合を求める方法があり，該当する既存調査の存在，

もしくは事前調査の実施が必要となる． 

本研究は，人口流動統計の元となる携帯電話基地局の

運用データを用いて，一つ一つのトリップが特定の手段

で移動しているか否かを推計し，トリップ数を推計する

手法を提案する．この手法を実施することで，国内最大

級のサンプルデータを利用した，より実態に合った新た

な移動手段別の OD量を把握することができる．齋藤ら

は飛行機利用トリップの推計手法，北川らは新幹線利用

トリップの推計手法を提案したが，本研究では高速道路

利用トリップの推計手法を提案する． 

 

 

4. 移動手段の推計手法 

 

本章では，人口流動統計を用いて高速道路利用トリッ

プを推計する手法を示す． 

運用データに含まれる携帯電話の在圏情報は，携帯電

話の位置登録処理によって取得される．位置登録処理は，

いつどこにいても電話やメールができるように，携帯電

話が在圏した基地局セルを把握するために実施される．

位置登録は所在する基地局セルグループが変更になった

場合，もしくはおよそ 1時間ごとに行われる（図-3）た

め，長い距離を移動した携帯電話は観測される回数が多

くなるという性質をもつ．そのため，高速道路利用トリ

ップのような長距離の移動であれば移動手段可能と考え

られる． 

高速道路を利用中の自動車の最高速度は，長距離移動

手段の中で特徴があるため，トリップ中の最高速度から，

高速道路利用トリップを推計（以下，「高速道路推計」

という．）可能と考えられる．また，高速道路を利用す

る場合，高速道路の沿線上を必ず通過するため，位置登

録処理に伴い観測された信号が連続して高速道路の沿線

上の基地局セル内であるか確認することで，高速道路推

計可能と考えられる．そこで，これらの 2つの判定条件

を用いて，高速道路推計手法を考案する． 

 

(1) 最高速度判定 

最高速度判定は，最高速度がある条件を満たした場合

に高速道路利用トリップと判定する．ここで最高速度は，

外れ値を考慮しトリップ中に観測された連続する 2つの

信号の時刻の差と距離をもとに算出された移動速度の 9

0％タイル値とした．本研究では，最高速度が 80km/h以

上 180km/h未満であれば高速道路利用トリップと判定す

る（図-4）． 

 

(2) 沿線周辺通過判定 

国土数値情報ダウンロードサービス 24)より得られる高速

道路沿線の一定距離内にある基地局（以下，「高速道路 

 

：基地局セルグループ

：基地局セル

または

同じ基地局セルグループ
内で1時間移動・滞在

異なる基地局セルグループに移動

A

B C

D

EF

G A

B C

D

EF

G a

b c

d

ef

f

移動・滞在前の在圏情報：基地局セルF

一時間後の在圏情報：基地局セルG

移動前の在圏情報：基地局セルG

移動後の在圏情報：基地局セルa

 

図-3 位置登録処理を行う条件 
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基地局」という．）を選定する（図-5）．トリップ中に

基地局セルグループを跨いだ際に観測された信号が 3回

連続で高速道路基地局内にある場合に，高速道路を利用

したトリップと判定する．なお，上記の手法では，高速

道路の一定距離内に新幹線が並走している区間にて新幹

線利用トリップを高速道路利用トリップと誤判定する可

能性がある．そのため，高速道路基地局から新幹線沿線

の一定距離内にある基地局（以下，「新幹線基地局」と

いう．）と重なる部分を除外することで（以下，「新幹

線除外あり」という．）推計精度が向上するか，除外し

ない場合（以下，「新幹線除外なし」という．）と比較

し，その有用性を検証する．また，本研究では，高速道

路基地局や新幹線基地局であると判定する距離として，

沿線からの距離が 5km以内及び 3km以内の 2種類を用

いる． 

 

(3) 高速道路トリップの推計手法のケース設定 

 最高速度判定，沿線周辺通過判定を用いた高速道路推

計手法の特性を把握するため，以下の 3 ケース（図-6）

にて高速道路推計する． 

＜ケース 1＞A「最高速度判定」 

＜ケース 2＞B「沿線周辺通過判定」 

＜ケース 3＞A「最高速度判定」及び 

B「沿線周辺通過判定」 

 

時刻

出発エリアA
（1時間以上
滞在）

到着エリアZ
(1時間以上
滞在）

v1 v2 v3 v98 v99・・・・

最高速度（90 percentile）v3抽出

自動車(一般道路)

自動車(高速道路)

鉄道

新幹線

自動車（高速道路）との可能性が高い速度 180km/h ～ 90km/h

移動中

 

図-4 A「最高速度判定」 

 

セル
グループＡ

セル

セル
グループＢ

セル
グループＣ

新幹線の沿線から
一定距離以内にアンテナ
がある基地局を抽出

 

図-5 B「沿線周辺通過判定」 

ケース1

高速道路

最高速度判定
NO

YES

高速道路判定

ケース2

高速道路

沿線周辺
通過判定
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図-6 高速道路を利用したトリップか否かを 

推計する手法のケース設定 

 

5. 移動手段の推計手法 

 

表-1 の条件を元に作成した高速道路を利用した自動

車台数（以下，「高速道路利用自動車トリップ」とい

う．）の OD 量データと，平成 22 年度の道路交通セン

サスの県間流動とを比較する．高速道路利用自動車トリ

ップは，第 4章の推計手法により求めた高速道路利用ト

リップから，平成 22 年度の道路交通センサスに記載し

てある乗用車の平均輸送人数で割ることで求めた． 

ケース 1の場合，ルートや最高速度で走行する区間に

よっては，新幹線や特急列車を利用して移動した場合な

ど，他の手段で移動したトリップを高速道路利用トリッ

プと誤判定する可能性が存在する．ケース 2の場合，高

速道路に並行した国道を通る自動車や在来線によるトリ

ップを高速道路利用トリップと誤判定する可能性が存在

する．そのため，ケース 3，即ち A「最高速度判定」及

び B「沿線周辺通過判定」どちらも実施する推計手法が，

高速道路で移動した可能性が最も高いと考えられる． 

 高速道路基地局範囲・ケースごとの高速道路利用自動

車トリップの推計結果と平成22年度の道路交通センサス

との比較結果（出発・到着エリアそれぞれの差の絶対値

の合計及び相関係数）を表-2に示す．新幹線除外なしの

場合を除き，どの場合でも相関係数は0.75以上となり，

道路交通センサスとの高い相関性が示された． 

対象エリアそれぞれの道路交通センサスの値との差の 

 

表-1 高速道路利用自動車トリップ作成条件 

条件 対象 

出発・到着エリア 

茨城県～群馬県・新潟県・長野県・岐阜県間 

栃木県～新潟県・長野県・岐阜県間 

群馬県～岐阜県間 

埼玉県～新潟県間 

東京都～新潟県間 

時間解像度 1日（平成27年10月18日（日）） 

高速道路基地局 新幹線除外なし，除外あり 

新幹線・高速道路 

基地局範囲 
3km,5km 

平均輸送人数 1.30人/台 
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表-2 人口流動統計（高速道路利用自動車トリップ）と道路交通センサスの比較 

出発 

エリア 

到着 

エリア 

道路交通 

センサス 
ケース1 

新幹線除外なし 新幹線除外あり 

周辺基地局範囲3km 周辺基地局範囲5km 周辺基地局範囲3km 周辺基地局範囲5km 

ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 

茨城県 群馬県 1,518 1,587 2,640 1,509 3,080 1,562 2,530 1,484 2,936 1,506 

茨城県 新潟県 428 623 980 598 1,039 606 869 562 924 581 

茨城県 長野県 562 511 820 491 907 502 758 452 838 469 

茨城県 岐阜県 146 127 265 126 265 120 233 121 253 116 

栃木県 新潟県 532 573 932 518 1,026 572 800 474 827 473 

栃木県 長野県 625 514 898 461 1,048 490 890 439 970 441 

栃木県 岐阜県 82 184 371 170 386 175 326 166 326 171 

群馬県 茨城県 1,503 1,438 2,572 1,326 2,900 1,369 2,479 1,289 2,742 1,331 

群馬県 岐阜県 205 231 415 221 439 217 404 207 404 214 

埼玉県 新潟県 2,231 2,531 3,938 2,197 4,525 2,412 2,609 1,813 2,442 1,717 

東京都 新潟県 1,641 4,259 10,622 4,186 11,200 4,235 3,909 2,534 3,700 2,442 

新潟県 茨城県 291 618 920 612 965 598 820 558 866 585 

新潟県 栃木県 451 480 725 433 823 458 633 418 633 411 

新潟県 埼玉県 2,233 2,462 3,771 2,131 4,316 2,332 2,692 1,774 2,517 1,649 

新潟県 東京都 1,507 4,794 11,345 4,721 11,728 4,746 4,560 2,751 4,114 2,622 

長野県 茨城県 403 604 974 561 1,054 592 910 528 975 560 

長野県 栃木県 567 699 1,234 639 1,334 661 1,219 634 1,276 626 

岐阜県 茨城県 107 118 262 113 260 112 227 115 240 106 

岐阜県 栃木県 147 203 312 198 310 191 263 191 270 199 

岐阜県 群馬県 265 333 439 290 460 295 405 289 403 280 

合計 15,444 22,889 44,435 21,501 48,065 22,245 27,536 16,799 27,656 16,499 

道路交通センサスの

値との差の絶対値の

合計 

- 7,937 28,991 7,275 32,621 7,511 12,092 4,429 12,212 4,433 

道路交通センサスと

の相関係数 
- 0.7980 0.6751 0.7631 0.7043 0.7865 0.8642 0.8783 0.8720 0.8762 

 

絶対値の合計（表-2の下から2段目に記載）を比較する

と，新幹線除外あり，新幹線・高速道路基地局範囲を

5kmとしたケース3が最も小さい値，すなわち道路交通

センサスと最も近い値になることがわかった． 

 

 

6. 出発・到着エリアごとの傾向分析結果 

 

表-1の条件を元に生成したデータを用いて，出発・到

着エリアによる差異を高速道路推計手法のケースごとに

分析する．ここで，比較条件は表-3に示す内容とした．  

図-7よりケース3に対するケース1の高速道路利用自動

車トリップ数の割合をみると，東京都～新潟県間，埼玉

県～新潟県間において，ケース1の高速道路利用自動車

トリップ数がケース3より大きくなることがわかった．

理由としては，上越新幹線のルートでは，本研究の最高

速度の求め方で180km/h未満となり，新幹線利用トリッ

プを高速道路利用トリップと誤判定したことが考えられ

る．また，図-7及び図-8よりケース3に対するケース2の

高速道路利用自動車トリップ数の割合をみると，いずれ

もケース2の新幹線利用のトリップ数がケース3より大き

くなることがわかった．理由としては，高速道路に並行

している国道を通る自動車や在来線利用トリップを高速

道路利用トリップと誤判定したことが考えられる．以上

より，A「最高速度判定」及びB「沿線周辺通過判定」 

 

表-3 ケースごとの傾向分析の固定条件 

条件 ケース分析 

出発・到着エリア 

茨城県～群馬県・新潟県・長野県・岐阜県間 

栃木県～新潟県・長野県・岐阜県間 

群馬県～岐阜県間 

埼玉県～新潟県間 

東京都～新潟県間 

時間解像度 1日 

高速道路基地局 新幹線除外あり 

新幹線・高速道路 

基地局範囲 
5km 
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図-7 新潟県・新潟県以外間のケース 3に対する 

ケース1，ケース2の高速道路利用自動車トリップ数の割合 
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図-8 新潟県以外・新潟県以外間のケース 3に対する 

ケース1，ケース2の高速道路利用自動車トリップ数の割合 

 

どちらも実施すると，新幹線利用のトリップなどその他

のトリップを新幹線利用のトリップと誤判定する可能性

を低減できることが確認された． 

なお，図-7及び図-8よりケース3に対するケース1の高

速道路利用自動車トリップ数の割合をみると，東京都～

新潟県間，埼玉県～新潟県間を除き，いずれもケース3

に対するケース2の割合よりも小さいことが分かった．

理由としては，出発・到着エリアを直接結ぶ移動手段に

新幹線や特急列車はなく，最高速度が80km/h以上

180km/h未満である移動手段は高速道路利用トリップが

大半であったことが考えられる． 

 

 

7. 移動手段の推計手法の改善 

 

本章では，第 5章及び第 6章の結果を参考に第 4章で

提示した高速道路利用トリップの推計手法の改善手法を

提案する．本研究では，2 つの推計手法のうち，B「沿

線周辺通過判定」の改善手法を提案する． 

 B「沿線周辺通過判定」の場合，高速道路に並行した

国道を通る自動車や鉄道によるトリップも高速道路利用

トリップと判定してしまう可能性がある．特に県庁所在

地は，高速道路や新幹線以外にも在来線や国道など様々

な移動手段が存在するため，高速道路と並行した移動手

段がある可能性が高い．さらに，出発地から新幹線の乗

車駅や新幹線の降車駅から到着地までの移動が高速道路

と並行していた可能性がある． 

以上より，B「沿線周辺通過判定」に「高速道路基地局

から，出発エリア・到着エリアの高速道路基地局を除

外」の条件を追加することを改善案として提案する．具

体的には，東京都～新潟県間のトリップにおいてB「沿

線周辺通過判定」を実施する場合，第4章の推計手法で

は東京都・新潟県内の高速道路基地局も含めていたが，

ここでは，出発・到着エリアとなる東京都・新潟県を除

く高速道路基地局を対象とする．表-2において，最も道

路交通センサスの自動車台数と差が大きい東京都～新潟

県間でこの改善案を用いて推計し直した高速道路基地局

範囲・ケースごとのデータと平成22年度の道路交通セン

サスのデータ及び出発・到着エリアそれぞれの差の絶対

値の合計を表-4に示す． 

 どのケースにおいても第4章の推計手法（以下，

「改善前」という．）と比べ，道路交通センサスの値と

の差の絶対値の合計は全ケース平均で56.2%減少，最大 

 

 

表-4 東京都～新潟県間の人口流動統計（高速道路利用自動車トリップ）と道路交通センサスの比較 

改善前・ 

改善案 

出発 

エリア 

到着 

エリア 

道路交通 

センサス 
ケース1 

新幹線除外なし 新幹線除外あり 

周辺基地局範囲3km 周辺基地局範囲5km 周辺基地局範囲3km 周辺基地局範囲5km 

ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 ケース2 ケース3 

改善前 
東京都 新潟県 1,641 4,259 10,622 4,186 11,200 4,235 3,909 2,534 3,700 2,442 

新潟県 東京都 1,507 4,794 11,345 4,721 11,728 4,746 4,560 2,751 4,114 2,622 

改善案 
東京都 新潟県 1,641 4,259 4,694 3,083 6,139 3,583 2,184 1,879 2,264 1,900 

新潟県 東京都 1,507 4,794 5,668 3,377 6,506 3,748 2,145 1,714 1,842 1,473 

改善前 道路交通センサスの

値との差の絶対値の

合計 

- 5,905 18,819 5,759 19,780 5,833 5,321 2,137 4,666 1,916 

改善案 - 5,905 7,214 3,312 9,497 4,183 1,181 445 958 293 

差の絶対値の合計の減少率 - 0.0% 61.7% 42.5% 52.0% 28.3% 77.8% 79.2% 79.5% 84.7% 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 7 

で 84.7％減少しており，改善案によって高速道路利用ト

リップと誤判定していたトリップを低減できる可能性が

あることが示された． 

 

 

8. 考察と課題 

 

本章では，第4章～第7章から得られた知見及び課題を

整理する．本研究は，携帯電話基地局の運用データに基

づいて長距離を移動した携帯電話は観測される回数が多

くなることに着目して，長距離を移動した高速道路利用

トリップを推計する手法を考案した．A「最高速度判

定」，B「沿線周辺通過判定」から高速道路利用トリッ

プを推計し，既存統計調査と比較分析をしたところ，以

下の知見が得られた． 

・A「最高速度判定」では，ルートや最高速度で走行す

る区間によって，新幹線や特急列車など，他の手段で

移動したトリップを高速道路利用トリップと誤判定す

る可能性がある． 

・B「沿線周辺通過判定」では，高速道路に並行した国

道を通る自動車や在来線を利用するトリップを高速道

路利用トリップと誤判定する可能性がある． 

・A「最高速度判定」とB「沿線周辺通過判定」のどち

らも実施することで，誤判定していたトリップを低減

できる． 

・高速道路基地局から，出発エリア・到着エリアとなる

県内の高速道路基地局を除外すると，高速道路利用ト

リップと誤判定していたトリップを低減できる可能性

がある． 

・上記4項目の結果を踏まえ，A「最高速度判定」とB

「沿線周辺通過判定（新幹線除外ありとし，新幹線・

高速道路基地局範囲を5kmと設定．）」を組合せた判

定手法が道路交通センサスと近い傾向を示した． 

これらの知見を踏まえて，移動手段の推計手法の研究

をさらに進める上での課題を取り上げる．1点目として，

中・短距離の移動手段の推計手法の考案が挙げられる．

本研究は，長距離の高速道路利用トリップを対象とした

が．より推計難易度の高いと考えられる在来線や自転車，

徒歩などの携帯電話が観測される回数が少ない中・短距

離の移動手段の推計手法の考案が今後の課題となる． 

2点目として，比較対象データの条件の整合が挙げら

れる．今回の比較に使用した道路交通センサスは，平成

22年度のデータであり，人口流動統計と5年以上もの乖

離がある．そのため，最新の都道府県別高速道路利用自

動車トリップ数を示す都市交通調査が公開された際に，

再度比較する必要がある． 

3点目として，個々のトリップを対象とした実際の移

動手段との比較検証が挙げられる．本研究では，既存調

査と差の絶対値の合計が最も小さい推計手法を基に傾向

分析を実施した．個々のトリップを対象とした実際の移

動手段との比較検証により，推計手法毎の誤判定の要因

が明らかになると考えられる． 

 

 

9. おわりに 

 

本研究では，人口流動統計による移動手段推計の基礎

的知見を得るために，都道府県を越える長距離スケール

のトリップに焦点を当て，試行・分析を通じて高速道路

利用トリップを推計する手法を考案した．最初に A「最

高速度判定」と B「沿線周辺通過判定」を組み合わせて，

高速道路利用トリップを判定する手法を提案した．次に，

求めた ODペアごとの自動車トリップ数と，既存調査の

自動車トリップ数とを比較分析した．分析結果より，高

速道路推計は，A「最高速度判定」かつ B「沿線周辺通

過判定」（新幹線除外あり，周辺基地局範囲 5km）を実

施するケース 3が既存調査と近い傾向を示し，誤判定を

低減できる可能性があることを明らかにした．最後に，

上記の結果を踏まえ，B「沿線周辺通過判定」に「高速

道路基地局から，出発エリア・到着エリアとなる県内の

高速道路基地局を除外」の条件を追加すると，推計精度

をより高めることができる可能性が示された．本研究の

成果により，人口流動統計を利用して，移動手段を推計

するための基礎的知見を得ることができた．これにより，

国内最大級のサンプルデータを利用した，より実態に合

った新たな移動手段別 OD量を作成できる可能性が明ら

かになった． 

今後は，個々のトリップを対象とした実際の移動手段

との比較検証，国道を通る自動車や自転車，徒歩のよう

な中・短距離の移動手段の推計手法を考案していく． 
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